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近年，日本で頻発する大規模災害において，避難行動要支援者の被害が甚大である．特に高齢者をはじめ

とした避難行動要支援者の被害が著しい．水害は災害の進行速度が比較的緩やかであるため，被害が拡大

する前の早期避難が実現すれば人的被害を大幅に軽減することが可能である．指定されている避難所が浸

水するといった課題が挙げられている．そこで本分析では，石川県小松市梯川における複数の想定破堤点

から氾濫した際のケーススタディとして，避難所選定を行った．また，同時に被害の6割以上を占める避

難行動要支援者の詳細な把握も行った．その結果，石川県小松市を流れる梯川の海岸より5km左岸地点付

近が破堤した際に，河川近隣の避難所が少なく，またその避難所も1階部分は水没する危険性があること

を明らかにできた．  

 

     Key Words : flood damage, shelter, inundation area, some breakwater points 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 本研究の背景 

 我が国は，その地理的特性から，自然災害が頻発する

特徴を有しており，災害から命を守るための避難場所の

確保は大きな課題である 1)．近年，北海道胆振東部地震

を始め，平成 30年 7月豪雨や平成 29年九州豪雨など大

規模な災害が多発している．自然災害の中でも，突発的

に発生する地震災害とは異なり，水害は各種観測情報を

もとに，その後の進展をある程度推測することができ，

避難情報提供など対策を講じる時間的猶予がある場合も

少なくない．このように水害は災害の進行速度が比較的
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緩やかであるため，被害が拡大する前の早期避難が実現

できれば，人的被害を最小限に抑えることが可能である

と考えられる．しかし，平成 30 年 7 月豪雨において死

者 237人，行方不明者 8人，負傷者 432人もの犠牲者が

報告されている 2)．また，犠牲者のうち 7割超が 60歳以

上とも報告されている 3)．特に被害の大きかった岡山県

倉敷市真備町地区では，最初の堤防決壊が確認される 4

分前に避難指示が発令され，降雨のピークが夜から未明

だったことも重なり，多くの住民が逃げ遅れ犠牲となっ

た 3)．結果として 2018年 7月 26日時点で市が身元を確

認した死者 50名のうち 42名が避難行動要支援者名簿に

記載されていたという報告もなされている 5)．健常者と

比較し災害時の状況把握や避難行動が困難である高齢者

を初めとした避難行動要支援者に対する避難支援，対応

に課題が存在することが浮き彫りとなった事例である．

さらに，平成 27 年 9月の関東・東北豪雨による水害に

おいても，水害に対する適切な指定緊急避難場所の指定

が進んでいない事例が見受けられた．その後，平成 28

年に実施した「今後の水害及び土砂災害に備えた地域の

防災体制の再点検について」による点検結果では，約 7

割の市町村で，土砂災害・水害に対する指定緊急避難場

所の全て又は一部を指定済みであるとの結果が示された

一方，「浸水想定区域や土砂災害警戒区域が設定されて

から，指定緊急避難場所を指定することを予定してい

る」という回答や「地域の大部分が浸水想定区域となっ

ており，避難場所として適当な建物も少ないため，指定

が進んでいない」と回答した市町村も存在した．また，

指定緊急避難場所として指定されていた施設が浸水被害

を受けるなどの事例が確認されており，避難所の選定に

課題が残っている 1)． 

 以上より，水害という災害の特性を考慮すると，的確

な避難支援，避難計画が整備されていれば，犠牲者を最

小限に抑えることが可能である．また，避難行動要支援

者が地域に存在する数と想定破堤点ごとによる適切な避

難場所の選定は重要である． 

 

(2) 本研究の目的 

 本研究では，複数の想定破堤点からの外水氾濫時にお

いて，適切な避難場所の選定を行うものである．その際

に，避難場所の想定深水深だけでなく，避難により多く

の時間を要する避難行動要支援者の居住の有無も考慮す

ることでより精緻な避難所の選定を行う． 

 避難行動要支援者ごとに必要とする避難支援は異なる

と推測できるため，属性別の避難行動要支援者の算出が

重要である．本研究において，避難行動要支援者は 4章

に詳細に記述するが，要支援者名簿に記載されている人

だけでなく，災害時に自力避難が困難と考えられる人も

避難行動要支援者と定義する．そのため，要支援者名簿

ではなく，医療ビッグデータである国民健康保険データ

を用いる．本データは町字単位での避難行動要支援者の

把握が可能であるため，以降の分析において，避難行動

要支援者の把握，算出は全て町字単位の把握とする． 

 研究で分析対象とする避難行動要支援者は，発災後の

避難行動において困難を極めると考えられる者を対象と

する．分析対象者の詳細な設定については後述するが，

本研究においては，自力での避難が確実に困難である高

齢者の中でも，要介護認定者や 85 歳以上の者といった，

特に避難が困難であると考えられる属性の者を対象とし

た．  

 

 

2. 既往研究 

 

 本章では，水害時における被災実態，避難意識に着目

した研究と，外水氾濫を想定した水害時における被災者

の推計に着目した研究の 2つの視点から既往研究の整理

を行う． 

 

(1) 水害時における被災実態，避難意識関する研究 

 これまで，水害時における被災実態，避難意識に着目

した研究については多くの蓄積がなされている． 

 町田ら 6)は，対象地域の人口統計データ及び将来人口

推計データをもとに過去人口，現在人口，将来人口とい

う次第に高齢化率が高くなっていく各々の年齢人口構成

比に基づく避難シミュレーションを行い，一定の浸水条

件および避難シナリオのもと高齢化率の高まりによる人

的被害の程度を定量的に評価した．  

 及川・片岡 7)は，住民の持つ様々な災害知識が，災害

意識の形成を介して，洪水時の住民の対応行動に与える

影響を明らかにすることを目的とし，種々の災害知識の

中でも住民の持つ過去の洪水経験を取り上げ，住民の洪

水経験が，災害意識を介して洪水発生時の避難行動に与

える影響の構造を分析した． 

 片田ら 8)は，住民個人の災害意識の変化を介して，河

川洪水時における様々な対応行動の形成に影響を及ぼし

ていると考え，個々の住民が過去に経験した水害に着目

し，その水害経験の形態の違いが，河川洪水時の避難行

動の意思決定プロセスに与える影響分析を行った．  

 

(2) 外水氾濫を想定した被災者の推計に関する研究 

 森崎ら 9)は，小松市梯川における外水氾濫時を想定し

た際にCWAP (Children, Women, Aged person, Poor people) 等

の避難行動要支援者がどのような状況下に陥るのか，身

体的特性別に状況把握を行うことで，乳幼児や要介護認

定者，85 歳以上の高齢者といった属性別の避難行動要

支援者がどのような浸水想定に何人程度見舞われるかを
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面積按分を用いて推定し，被災実態を明らかとした． 

 

(3) 既往研究を踏まえた本研究の位置づけ 

 本研究は，複数の想定破堤点に着目し，破堤点ごとの

適切な避難場所を明らかにするものである．避難場所の

想定浸水深だけの評価でなく，避難により多くの時間を

要する避難行動要支援者の居住人数等の指標も評価項目

に入れることでより精緻な避難場所の選定を行った．

(1)の既往研究では，避難行動，被災実態，被害の推定

を行う際に，高齢者を対象としているが，対象者の詳細

な属性を考慮していない．また(2)の既往研究では，分

析対象を緻密にし被災する可能性を持つ避難行動要支援

者数を推計していたが，避難場所選定に関しての論述は

ない．本研究は，特に詳細な避難行動要支援者の把握と，

避難場所に着目したことに大きな新規性があると考える． 

 

 

3. 分析対象地・石川県小松市について 

 

(1) 石川県小松市の概要 

 本研究における分析対象地は，石川県小松市とする．

石川県小松市は，石川県の南部に位置し，平成 30 年 1

月における人口は，108358人，面積 371.05km10)の石川県

西南部の中核を担う地域である．また，75 歳以上の居

住者は 14815人である 11)．石川県小松市の位置を図-1に

示す． 

 

(2) 対象河川の設定と氾濫時の浸水想定 

 本研究では，分析対象地である石川県小松市内に存在

する一級河川である梯川の外水氾濫時を想定する．梯川

は2013年7月の大雨で計画高水位に達したこともあり，

氾濫の危険性が考えられる12)．また河川南部に市街地が

広がっている為，多くの避難行動要支援者が生活してい

ることもあり，氾濫した場合の影響が大きい河川である

と考えられるため分析対象河川とした．想定には，国土

交通省が管理している「平成27年梯川浸水想定電子化デ

ータ」を用いる．本データは25mメッシュ単位のデータ

であり，ある破堤点が破堤した直後から約三日後までの

浸水深，流速等の氾濫後の時系列変化を詳細に把握でき

るデータである．また，破堤点からの外水氾濫だけでな

く，支流の外水氾濫の状況も考慮されている．梯川の水

防計画では80地点が破堤点とされているが，本分析では

その中でも，市街地が広がり，多くの居住者が存在する

ことから，多くの被害が発生する可能性のあると考えら

れる「河口より5km左岸地点」を中心とした，任意の破

堤点を分析対象破堤点に設定した．図-2に，梯川におけ

るハザードマップ13)を示す．ハザードマップより，小松

市の多くは1.0m未満の浸水想定であることがわかる． 

 

 

4. 使用するデータの概要と本研究における避難

行動要支援者の算出 

 本章では，避難行動要支援者の町字単位の算出を行う

際に使用するデータの概要と，分析対象者の設定，それ

らのデータを用いて避難行動要支援者を算出した結果を

示す． 

 

(1) 使用データの概要と分析対象者 

 分析対象者を町字別に把握する為，国民健康保険デー

タを用いた．国民健康保険データは各自治体が管理し，

要介護度や疾患等の患者の詳細なデータが記載されてい

る医療ビックデータである．本研究の分析には石川県小

松市の後期高齢者を対象とした国民健康保険データのう

ち「厚生労働省様式(1-1)」，「要介護(支援)者突合状

況」と「被保険者管理台帳」を使用する．「厚生労働省

 

図-1 分析対象地域 

 

 

図-2 梯川のハザードマップ13) 
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様式(1-1)」は，「検査時に診断された疾患名」といった

個人の身体状況を把握する情報が記載されている．「要

介護(支援)者突合状況」は，「要介護(支援)度」，「利

用サービス」等の情報が記載されている．「被保険者管

理台帳」は，小松市在住の国民健康保険加入者が匿名で

把握できる．表-1に国民健康保険データに記載されてい

る項目の一例を示す．本研究において国民健康保険デー

タを使用する理由は，このデータが町字単位の疾患別の

患者数の把握に適しているためである．ただし，国民健

康保険データは，要支援者名簿と異なり，要支援者の適

切な所在地を把握することが出来ない．しかし，町字単

位での傷病別の患者数の把握や，後期高齢者については，

ほぼ100％のデータを補足することが可能である．一方，

要支援者名簿は，要支援者の居場所を点で把握できる反

面，非常に対象者が限定的なデータであり，要支援者名

簿だけでも地域すべての要支援者を把握することは不可

能である．以上より，地域特性を評価するにあたり国民

健康保険データが有用であるため，本分析では本データ

を用いた． 

 分析対象者の避難行動要支援者については，金沢大学

医薬保健研究域保健学系の教員による助言をもとに定義

されている森崎ら9)と同様の定義とした．図-3に避難行

動要支援者の対象と危険度のイメージ，表-2に本研究に

おいて分析対象とする傷病名を示す．本研究では，75歳

以上の自宅居住者の内，要介護認定者，85歳以上の高齢

者，避難困難な傷病者を避難行動要支援者と定義した．

要介護認定1～5を受けているものは身体的な自立度と認

知的な自立度からレベルが決定されるが，要介護認定を

受けた者はそのレベルに関わらず避難時に困難を伴うと

考えられるため分析対象とした．また，85歳以上である

高齢者は加齢とともに身体的に虚弱状態である可能性が

高く，この状態を「フレイル」というが，85歳以上とな

るとわずかな段差をのぼることもできないこともある．

災害時に速やかな避難が困難になると想定されるため分

析対象とした．避難困難な傷病者としては，筋骨格系及

び結合組織の疾患は，避難時の歩行といった移動を困難

とする疾患であると考えられ，循環器系及び神経系の疾

患は後遺症として身体的不利となる影響があると考えら

れるため避難時の行動において困難を要する疾患として

定義した．  

 

(2) 本研究における避難行動要支援者の算出結果 

 前節にて述べた，「高齢者」に着目した避難行動要支

援者ついて，健康管理データを用いて算出を行う．分析

 

図-3 分析対象者と緊急性と脆弱性の関係 

 

 

図-4 本研究の避難行動要支援者の分布 

 

表-1 記載されている項目の一例 

 

データ内に記載されている内容（一例）
性別
生年月日（年齢）
住所
小学校区
入院外来区分
医療費
個人が患う疾患  

 
表-2 本分析における分析対象とする傷病名 

 

分類名 詳細な分類名
炎症性多発性関節障害

関節症
脊椎障害（脊椎症を含む）

椎間板障害
腰痛症及び坐骨神経痛
その他の脊柱障害

骨の密度及び構造の障害
その他の筋骨格系及び結合組織の疾患

パーキンソン病
アルツハイマー病
くも膜下出血
脳内出血
脳梗塞

その他の脳血管疾患
損傷，中毒及び外他の外的影響 骨折

筋骨格系及び結合組織の疾患

神経系の疾患

循環器系の疾患
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対象者の算出は町字単位で行った．本研究における分析

対象者を算出した結果とその分布を図-4に示す．要介護

1～5を受ける者は3,223名，85歳以上の高齢者が2,061名，

表-2に示した疾患を患う者は993名の計6,277人の分析対

象の避難行動要支援者が居住し，北西部に多く南部に多

いことが分かった． 

 

 

5. 避難場所選定 

 

 石川県小松市の水害時開設避難所としては，梯川対象

避難所として避難所として32箇所存在する13)．うち18箇

所が水害時にすべて利用できる施設であり，残りの14箇

所では2階以上が利用可能となっており，その多くが

0.5mから3.0m未満の深水深が予測されているところであ

った．近年の自然災害のハザード増加を考慮すると，水

平非難の際には32箇所あるうち，施設すべてが利用でき

ると想定されている18箇所にできるだ絵多くの住民が避

難を行うことが望ましいと考えられる．特に今回のケー

ススタディとして対象とした「梯川河口より5km左岸地

点」付近を破堤点と考える場合，河川付近では小松高等

学校，少し河川より離れ南下したところに芦城中学校，

芦城小学校，桜木体育館末広体育館があり，これらはす

べて3.0m未満の深水深が想定されているところ施設であ

る．この3.0m未満の浸水が予想される地域の避難場所は，

1000年に一度の規模の大氾濫がおこった際には対策が不

十分であり，異なるところへの避難が必要とされる避難

所である． 

 

 

6. まとめと今後の課題 

 

 本研究では，石川県小松市を対象とした，町字ごとに

居住している避難行動要支援者数を医療ビッグデータで

ある国民健康保険データを用いることで明らかとし，ま

た，梯川が破堤した際の適切な避難所を明らかとしたも

のである．これによって，梯川河口より 5km 左岸地点

付近で破堤した際には，市が情報公開しているハザード

マップより，近隣の避難所として挙げられる施設では，

2階以上の利用のみであり，1000年に 1度の規模の大氾

濫がおこった際の避難所がないことが明らかとなった． 

 今後は，本研究に用いたたデータには破堤からの時間

経過ごとのデータが存在するため，避難所の深水深が至

るまでの時間を考慮した分析を行う． 
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